
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ● 補助・助成　 ○ その他

□ 企画 □ 実施 □ 評価 □ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

令和７年度予算では補助対象日数を２４日とし、減収相当分の１／２、減収相当分のうちこれまで㈱札幌ドームが利益還元で実施してきた１／２、
同社独自減免部分を計上している。

来年度以降の方
向性

　㈱札幌ドームの収支が悪化した状況においても持続可能な事業としていくために、対象日数の増や対象イベントの拡大について検討していく必
要がある。

↓

アウトカム
成果指標2

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

令和９年度の成果指標を「アクションプラン２０２３」で掲げた目標値である６５％に設定し、その達成に向けて
各年度ごとの指標を再設定した。

アウトプット
活動指標2

という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

60.20% 70% 61.4 63% 64% 65%

↓

アウトカム
成果指標1

週に１回スポーツをする人の割合（成人） という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

20日間 20日間 20日間 24日間 24日間 24日間

人工

指標

アウトプット
活動指標1

アマチュアスポーツ大会開催支援日数 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

0.4 人工

令和7年度予算額 258,000 千円 うち特定財源 148,200 千円 正規職員業務量 0.4

正規職員業務量 0.4 人工

令和6年度決算額 167,343 千円 うち特定財源 83,343 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 0.4 人工

令和6年度予算額 269,000 千円 うち特定財源 185,000 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

札幌ドームの設置目的であるスポーツの普及振興及び市民文化の向上等に寄与する。

他都市の状況

同様の規模のドーム施設を持ち、公設民営で運営している都市は他にはない。

市民参加の実施

令和5年度決算額 84,000 千円 うち特定財源 0

施策名 誰もがスポーツを楽しみながら、心身共に健康で充実した生活を送

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

　ドームにおいて毎年度一定のアマチュアスポーツ大会が開催されており、競技団体からのニーズが高く、ドームの設置目的の
一つであるスポーツの普及振興を図るために有効と判断されることから、継続してアマチュアスポーツ大会の開催支援を実施し
ていく必要がある。

事業内容
（何を実施し）

【目的】
　アマチュアスポーツの振興
【内容】
　主催者への開催支援として、札幌ドームで全道全市大会クラスのアマチュアスポーツ大会を開催する場合には利用料金の９
割を減免することとし、その減収相当額を市が指定管理者に全額補助していた。また、その補助対象日数については、事業開
始当初の１０日間から漸減し平成３０年度からは３日間となっていた。
　しかし、例年１０日～２０日程度のアマチュア大会が開催されており、補助対象日数を超えた日数分については㈱札幌ドーム
が減免相当分を負担していたことを踏まえ、令和５年度においては、札幌市と㈱札幌ドームが減免相当分の１／２をそれぞれ
負担するものとした上で、補助対象日数を２０日とするスキームに見直された。
　令和６年度当初予算では補助対象日数を２０日としていたが、札幌ドームの目指す将来像の一つとして、アマチュアスポーツ
の聖地を目指す方針により、開催日数が２７日まで増加した。しかし、㈱札幌ドームの当該年度の利益では同社負担の減免分
の１／２負担が困難と見込まれたため、令和７年１定で同社負担分の減免額の１／２、７日増加分の減免全額、同社が独自で
減免していた清掃・警備等の減免分を補正予算で計上した。なお、補正は暫定措置であり、実際の執行額は同社の収支状況
に応じて調整することとした。

事業名 札幌ドームアマチュア大会利用料金減免補填補助金

評価担当課 所   属 ス）スポーツ部　施設課 電話番号 011-211-3045

事業評価調書

年度 令和6年度 会計コード 10 一般会計 事業コード 36301


